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第４章　高齢者の労働力率と年金制度：豪日比較
ヘイゼル・ベイトマン

ジョン・ピゴット

１．はじめに

　人口統計の観点からみると、オーストラリアと日本はアジア・太平洋地域の中で人口高齢

化の面では対極にある。オーストラリアは先進諸国の中でも国民の平均年齢が最も若い国の

1 つであり、日本は最も平均年齢が高い国に属する。オーストラリアの人口は 2050 年までに、

現在の 2,100 万人から 2,800 万人に増加すると予測されている。増加要因とされるのは 1.8

という合計特殊出生率と、毎年 20 万人以上の割合で増えている移民に対する積極的政策で

ある。反対に、日本の人口は 2006 年に減少し始め、労働力は既に 1990 年代から縮小を始め

ている。こうした違いは労働市場に直接的な影響を及ぼす。労働力の不足と柔軟性、高年齢

労働者の労働市場への参加が深く関与している。

　両国の第 2 の対照的な点は退職後の所得保障に関する政策である。日本は第 2 次世界大戦

後、標準的な「賦課方式」（pay as you go: PAYG）の社会保障制度を確立した。その後、幾度

か改定がなされたものの、基本的な構造は当初のままである。標準的な退職年齢および被扶

養配偶者への手厚い扶助という方針を中心に構成されている。オーストラリアには政府が提

供する退職後の援助は老齢年金（age pention）しかない。これは一般財源で賄われ、所得・

資産調査を要件とする定額給付（fl at-rate transfer）で、65 歳から支給される 1。要するに、

オーストラリアには公的資金による退職後の所得保障というニーズに基づく制度があり、日

本には労働者と政府の間に暗黙の保険契約が存在しているといえる。

　したがって、オーストラリアは日本に比べると民間の制度に頼っている割合がはるかに高

い。オーストラリアでは、使用者に対し民間の老齢退職年金基金の個人勘定に賃金の最低 9

％を拠出することを義務付けている。この大部分は「確定拠出」（defi ned contribution: DC）

型で、退職時には、各種年金（pension or annuity）の形よりも、ほとんどの場合、一時金と

して一括給付される。とはいえ、今でも「確定給付」（defi ned benefi t: DB）資産を持つ者（と

くに高齢者コーホート）は多い。これに対して日本の個人年金は 2000 年まではほぼ例外な

く DB 型であったが、2000 年に法律が改正され DC プランの利用が可能となった。それ以降

は DC に乗り換えている者もいるが、民間による退職資金積立は依然として DB が主流とな

っている。

　ある意味では、退職の決定は単純に、「労働か余暇か」という、労働ミクロ経済学者が一

般的に使用するありふれた選択パラダイムの延長と考えることができる。しかし実際には、

高年齢になって労働市場から離脱するかどうかの決定は、退職年金制度の数々の複雑な制度

的特性に左右される。したがって、高齢者の労働市場への参加について検討する際には、社

1　従来、女性の受給資格年齢は 60 歳と定められていたが、段階的に引き上げられており、2014 年には 65 歳と

なる。 



56

会保障と市場で運営されている民間の個人年金を考慮に入れる必要がある。

　本章のねらいは、高齢者の労働力率と両国で実施されている退職に関連する財政的な政策

の側面からみた類似点と相違点について検討し、この比較から多少なりと教訓を引き出すこ

とである。まず、両国の人口動態の推移を比較することから始める。3 節でオーストラリア

と日本の退職後の所得保障に関する制度について概説し、4 節でこれらの制度が退職に関す

る意思決定に影響を及ぼしそうな設計上の特徴を見極める。5 節では早期退職に対する対応

策として導入されている最近の政策について検討し、6 節でこれらの政策を高年齢労働者の

労働市場の動向と関連付ける。7 節では以上をとりまとめる。

２．人口動態統計の比較

　日本もオーストラリアも、65 歳以上人口の割合は、1985 年に 10 ％に達した。とはいえ、

類似点はこれだけである。日本の 65 歳以上の老齢人口は現在約 20 ％で、今後数十年の間に

急速に増加する。一方、オーストラリアでは 65 歳以上人口の割合は現在 13 ％強であり、今

後もかなり緩やかに増加していく。

　比較人口動態統計は 3 つの重要な側面に焦点を当てている。すなわち、寿命、出生率、老

年人口指数である。これらは一見するよりも複雑な概念である。しかし、ここでは寿命は出

生時平均余命によって、出生率は「合計特殊出生率」（1 人の女性が一生の間に生む子どもの

数の指標）によって、老年人口指数は 60 歳超の人口を 15～ 60 歳人口で除した率によって

算出した数値にそれぞれ限定する。

　人口動態の各側面は、人口プロファイル（人口統計データ）に図式化されて整然と捉えら

れる。これにより、ある時点の年齢コーホート別、男女別の人口を知ることができる。異な

る 2 つの年を比較すれば、人口転換の進行状況が分かる。図 4.1、4.2 は 2005 年と 2050 年の

日本とオーストラリアの人口プロファイルを示している。

　両国の人口プロファイルはかなり異なっている。オーストラリアのプロファイルは、伝統

的な「ピラミッド型から棺型」（pyramid to coffi n）へ変化するシナリオを明らかにしている。

一方、日本のプロファイルは 35 年ほど前にピラミッド型から棺型に変化し始め、2050 年ま

でには逆ピラミッドの形になると予測される。この相違は、第 2 次世界大戦後に起こったベ

ビーブームの時期とその長さの差異に起因している。日本のベビーブームは 1945 年以降に

起こったが、50 年を過ぎると一気に縮小した。これに対して、オーストラリアのベビーブ

ームは 60 年代初頭まで長期にわたって続いた。その後も積極的な移民プログラムによって

人口増加が支えられている。
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図 4.1　日本とオーストラリアの人口分布（2005 年）
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図 4.2　日本とオーストラリアの 2050 年の人口予測

Population Age Profile ( '000)
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人口高齢化に作用する要因

　65 歳の男性と女性の平均余命は、いずれもオーストラリアより日本の方が長い。ところが、

今後 50 年のうちには、日本の男性よりオーストラリアの男性のほうが長生きし始めると予

測されている。両国とも女性は配偶者より長生きし、その後は 1 人で暮らすか家族と一緒に

暮らすことが多い。出生率は両国とも減少傾向にある。オーストラリアの合計特殊出生率は
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1.8 で、人口置換水準の 2.1 を下回っているが、現在の見通しでは、オーストラリアの人口

は移民の増加によって増え続けることになる。一方、日本の出生率は世界でも最低水準（1.3）

にあり、移民の流入が殆どがないものの、より長期的には合計特殊出生率は 1.5 前後で安定

すると見込まれている。この動向を、図 4.3 と 4.4 にまとめた。

図 4.3　平均寿命：日本とオーストラリアの比較
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図 4.4　合計特殊出生率：日本とオーストラリアの比較
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老年人口指数

　年金の専門家や人口統計学者、高齢化の経済学に関心のある者は、人口転換の影響を検討

する際に老年人口指数に注目する。というのも、それが人口の高齢化が経済全体、とくに労

働力に及ぼす影響を正確に伝える指数であるからである。これには上述したさまざまな人口

動態の傾向が相互に影響し合っている。

　オーストラリアと日本の老年人口指数の推移を図 4.5 に示す。日本はこの先 40 年の間に

老年人口指数が 75 ％に倍増し、紛れもなく、高齢化の危機に直面すると思われる。2050 年

までには、退職者に対する労働者の比率がわずか 1.3 になると推定されている。退職後の所

得援助を賦課方式の社会保障に大きく依存している国では、労働力率に影響を及ぼす非常に

高い社会保険料や高率の労働に関連する課税を意味することになる。オーストラリアの場合、

この指数の上昇はもっと控えめで、2050 年までに倍増して 40 ％となる。高齢者 1 人につき

労働者 2.5 人の割合である。

　しかし、これらの人口統計ローデータ上の推移は事実の半分しか伝えていない。決定的に

重要なのは、人口統計学的変動と退職後の所得保障政策の間の相互作用である。以下ではそ

れについてみていく。

図 4.5　老年人口指数 : 日本とオーストラリア
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３．退職後の所得保障

　政府による退職後の所得保障制度は、1 つもしくは 2 つ以上の「3 階建て」の要素から構

成されている。一般的には、1 階部分は社会保障（safety net）で、これにより受給者は最低

水準の生活を維持できる。日本のように、労働者に対し一定年数の拠出を条件とする「最低

社会保障年金」という形を取ることもある。あるいはまた、オーストラリアのように、就業

期間に関係なく受給できる制度もある。2 階部分は、賃金に応じた、雇用に関連する、労働
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者のための強制加入の部分である。これは、日本を始めとするほとんどの OECD 加盟国で

は公的に用意されていることが多く、積立方式である必要はない。そのほかにも、オースト

ラリアのように民間企業が設けている貯蓄制度、あるいはシンガポールのように政府の積立

基金を通じて公的に設けられた強制的な貯蓄制度がある 2。3 階部分は自発的な貯蓄からな

る。この部分は、例えばアメリカの 401k プランのように雇用と結び付いていることもあり、

また、場合によっては税制上の優遇措置が受けられる。図 4.6 はこれらの 3 階層を図示した

もので、各構成要素の政策的選択肢を簡単に書き加えた。

図 4.6　退職後の所得保障の構成要素
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オーストラリアにおける退職後の所得保障

　図 4.6 で図解している分類法を用いれば、オーストラリアの 3 階建ての退職後の所得保障

は、公的な老齢年金（1 階部分）、老齢退職年金保障法に基づく強制的な老齢退職年金（2 階

部分）、そして任意の年金、資産や株、マネージド・ファンドなどによる長期貯蓄（3 階部分）

から構成される。この数十年の制度改革は、退職後の所得保障を向上させること、高齢化と

高齢者の労働力率に関する対策に取り組むことに重点を置いている。2007 年には、オース

2　 これは、2 階部分の積立方式を要件とする世界銀行の分類方法とは異なる。
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トラリアの労働者の 9 割以上が、強制／任意の老齢退職年金によってカバーされていた。オ

ーストラリアの退職後の所得保障に関連する制度の特徴を表 4.1 に要約した 3。

表 4.1　オーストラリアにおける退職後の所得

老齢年金 退職年金保障 自発的な退職貯蓄

創設 1909年 1992年

拠出 無拠出 賃金の9%（使用者負担）

対象者
65歳以上の男性、63.5歳以上の女

性（2014年までに65歳に引き上
げ）、所得・資産審査あり

月額賃金が450豪ドル以上の18～70歳の労働
者

財源 一般歳入 民間で運用される退職年金基金の個人勘定

給付水準

男性の平均賃金の 25% （単身

者）、同20%（既婚者）。CPIと
平均賃金の上昇率のいずれか高い
方にスライド調整

55歳まで（今後60歳に引き上げ）に積み立
てた確定拠出額に基づく。早期引き出し不
可、一括給付か年金かの選択あり

課税 年金受給者税額控除により非課税
運用時課税、給付時非課税（taxed taxed
exempt: TTE）（2007年7月より）

適用状況

年金受給資格年齢の約75%が老齢
年金の一部を受給。受給者のう
ち、満額の老齢年金を受給してい
るのは60%

  任意の個人年金でつぎ 優
遇措置が受けられる
①税金の軽減
②政府の共同拠出：所得が
58,000豪ドル未満の雇用者、
自営業者

  持ち家：退職者の約85%が
自宅を所有

強制的／自発的退職年金：フルタイム労働者96%、パートタイム労働者

79%、臨時雇用者72%、自営業者73%

出所：執筆者作成

老齢年金制度

　老齢年金は 1909 年に創設された制度で、財源が一般歳入で賄われる退職者のための社会

保障給付である。適格年齢にある全ての居住者に受給資格がある点では普遍的なものではあ

るが、所得と資産について審査が課される点において選別的である。20 世紀の最後の 10 年

間に強制的な貯蓄制度が導入されるまで、老齢年金はオーストラリアにおいては退職に関す

る中心的な政策であった。

　老齢年金は、女性は 63.5 歳から（2014 年までに 65 歳に引き上げられる）、男性は 65 歳か

ら支給される。年金支給額は、既婚夫婦 1 人当たりの額よりも単身者の額の方が多い。年金

水準は、単身退職者の場合にはフルタイム男性労働者の平均賃金の 25 ％、既婚夫婦の場合

には、1 人当たり同平均賃金の約 20 ％に設定されている。老齢年金は所得税が免除されて

おり 4、支給額は消費者物価指数の上昇率と男性の平均賃金上昇率のいずれか高い方にスラ

イド調整される。これによって老齢年金額は、賃金に対する相対性が確保されている。

　老齢年金には所得と資産に関する審査がある。この審査に基づき、年金が支給される。所

得審査では、所得のフリーエリア（満額支給上限所得）である週 66 豪ドル（夫婦で受給し

ている場合は週 116 豪ドル）を超える個人所得 1 豪ドルにつき 40 セントの老齢年金が減額

3　オーストラリアの退職後の所得保障制度に関する解説は、Bateman, Kingston and Piggott（2001）、Bateman（2007）
の研究からの引用である。
4　老齢年金の受給資格には、医薬品補助手当（pharmaceuticals allowance）、年金受給者割引カード（pension 
concession card）、家賃補助給付（rent assistance）、僻地手当（remote area allowance）、電話補助手当（telephone 
allowance）、公共料金等の割引などの他の給付・手当を受ける権利が付随する。
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される。資産審査では、法定基準額を超える資産 1,000 豪ドルにつき、年金が週 0.75 豪ドル

減額される。法定基準額は自宅所有者より住居賃貸者の方が高く、また配偶者の有無によっ

ても異なる 5。

強制的な退職に備えた貯蓄：老齢退職年金保障

　92 年に創設された老齢退職年金保障制度では、労働者に代わって、使用者に賃金の最低 9

％を老齢退職年金基金への拠出を義務づけている。月額賃金が 450 豪ドルを超える労働者が

適用対象となっている 6。強制拠出金は民間企業が管理する退職年金基金の主に DC タイプ

の基金に預けられ、現在のところ 55 歳（2024 年までに 60 歳に引き上げられる）と定めら

れている法定受給開始年齢（statutory preservation age）から給付金を受給できる 7。

　注意しなければならないのは、積立方式の退職後所得保障システムの進展に頼るというこ

とは、開始から満期までにほぼ一世代もの時間の隔たりがあることである。老齢退職年金保

障制度の前身は 80 年代の終盤に設けられ、保障そのものが法制化されて、92 年に（段階的に）

実施に移された。その後 2002 年に、拠出率が過去最高の 9 ％に設定された。しかし、退職

者コーホートが就業中に積み立てた拠出金全額を活用できるのは 25 年先のことである。

　退職年金貯蓄には複雑な税制度が適用されている。これによって、使用者による拠出金は

税額控除が認められているが、基金で運用されている間は所得として課税される 8。また、

退職年金基金所得は課税されるものの、所得の種類によって税率が異なっている。60 歳を

過ぎてから引き出した退職年金給付は、2007 年 7 月からは非課税となっている 9。

自発的な貯蓄

　自発的な退職後に備えた貯蓄には、任意の職業年金、個人年金、財産や株、管理投資

（managed investments）、持家、各種形態の長期貯蓄がある。任意拠出金には、退職年金貯蓄

の税金軽減措置や、低・中所得層の労働者／自営業者の拠出金の 1.5 倍を政府が負担する政

府共同拠出制度というインセンティブが設けられている 10。任意拠出金の総額は賃金・給与

の約 7 ％を占めている（Connolly 2007）。持家はほとんどのオーストラリア人にとって最も

重要な年金以外の資産となっている。2003 年、住宅は世帯資産の 65 ％を占め、約 85 ％の

退職者が自宅を持っている。

　退職すると、オーストラリアの高齢者は公的老齢年金の有資格者となり、法定受給開始年

齢に達すると、退職年金保障制度もしくは任意の退職年金制度のもとで積み立ててきた何ら

5　退職者自身の持家は資産審査の対象とはならない。
6　この額の決定は主として、小額の勘定口座にかかる高い維持管理費を根拠としている。
7　自営業者は強制的な制度の適用対象とはなっていないが、任意の拠出金に対しては税制上の優遇措置が受け

られ、また、政府との共同拠出制度に加入できる。
8　労働者の拠出金は税額控除の対象とはならないが、税制上の優遇措置もしくは政府共同拠出が受けられる場

合がある。自営業者による拠出金は税額控除対象であり、2006 年 7 月以降は政府共同拠出の資格がある。
9　これは、退職年金が「課税される」基金で積み立てられている場合である。同様に、退職年金も法定の最低

引き出し額が適用されている場合には非課税である。60 歳になる前に引き出した給付金は引き続き課税される。
10  政府共同拠出制度は、年間所得が 58,000 豪ドルに達すると利用できなくなる。本制度の年間最高拠出限度額

は 1,000 豪ドルで、その場合の政府の共同拠出額は年間 1,500 豪ドルである。
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かの年金を受け取ることができる。所得のひとつとして退職年金積立金の一部を引き出すの

に何ら要件はなく、長寿保険の加入に対しては、（最近になって廃止されたが）税制上の優

遇措置や老齢年金の優遇措置があるにもかかわらず、一般的には一時金として受け取ったり、

勘定口座ベース（account-based）の年金などを徐々に引き出したりしている者が多い 11。

　2007 年には、受給開始年齢の退職者の 75 ％がある程度の額の老齢年金を受給しており、

そのうち 60 ％の受給者が満額の年金を受け取っていた（Department of Families, Community 

Services and Indigenous Affairs 2007）。当然のことながら、退職時の平均的な退職年金額は現

在のところかなり少ない。Kelly（2006）によれば、2004 年まで、ベビーブーマー（45～ 64 歳）

の退職年金基金残高の中央値は、男性の場合が 30,700 豪ドル、女性が 8,000 豪ドルとなって

いた 12。2007 年には、退職給付金の 60 ％が一時金として受け取られ（Australian Prudential 

Regulation Authority 2008）、残りの 94 ％が勘定口座ベースの年金購入に充てられていた（Plan 

for Life Research 2008）。

　政府の予測によると、労働市場から離れる退職者の退職年金基金の加入年数が増加するに

つれて、老齢年金への依存は今後、減少の一途をたどる（Bingham 2003; Senate Select 

Committee on Superannuation 2002）。にもかかわらず、人口の高齢化により、老齢年金支出は

2006/2007 年度の GDP の 2.5 ％から 2046/2047 年度には同 4.4 ％に増加すると政府はみてい

る（Treasury 2007）。

日本における退職後の所得保障 13

　日本の退職後の所得保障制度は、公的年金の 2 つの大きな柱を土台としている。すなわち、

大部分が一般財源で賄われる基礎年金（1 階部分）、および、退職時の賃金の最高で 3 分の 2

以上の額を物価にスライドさせて給付される所得代替部分（2 階部分）である。これら 2 つ

のプログラムに関連する支出は現在 GDP の約 8 ％となっており、この割合はこの先数十年

の間に劇的に上昇すると予測されている。3 階部分は日本ではほとんど重視されておらず、

任意の企業年金に加入している労働者はごくわずかである。

　日本に公的年金が導入されたのは 1890 年代で、賦課方式（PAYG）の確定給付（DB）型

の年金が日本軍のために創設されたのが始まりである。その後、行政機関の職員にも適用が

拡大された。現在、日本で最も重要な 2 つの退職年金制度は、25 年間保険料を納付した全

ての者が受給できる国民年金（いくつかの無拠出のカテゴリーもある）と、ほとんどの民間

企業の労働者が加入する、PAYG の DB プランである厚生年金である。公務員は同じような

内容の「共済組合」に加入する。

11  勘定口座ベースの年金は、つぎの最低基準を満たす退職後の収入源である。少なくとも年に 1 回は最低額の

引き出しができ、資本の残存価値がなく、死亡したときのみ移転できる。最低引き出し支払い額は、口座残高に

対する割合によって規定されており、つぎのように年齢によって異なる。55～ 64 歳 4%、65～ 74 歳 5%、75～
84 歳 6%、85～ 94 歳 10%、95 歳以上 14%。
12  平均値はこれよりも高く、男性が 87,100 豪ドル、女性は 35,000 豪ドルとなっている。Kelly（2006）、Kelly 
and Harding（2007）を参照のこと。政策議論により適しているのは中央値である。
13  この節は大部分を Lu, Mitchell and Piggott（2008）の研究に基づいている。
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４．労働力率への影響

　公的・私的な退職後の所得保障制度の設計は、退職のタイミングに、ひいては高齢者の労

働力率に影響を及ぼす可能性がある。本節では、オーストラリアと日本の退職後の所得保障

制度に関連する構造面の特徴を検討する。退職の有力な誘因に対処するために実施されてい

る具体的な政策については、本章の最後に検討する。

　表 4.2 に、退職後の所得保障制度が退職を促す要因となっているかもしれない点について

要約した。

表 4.2　主な退職後の所得保障

            

  65
  63.5 2014 65

  60 2017
2018 65

  65

55
2025 60 65

  

DB DC
 DB – DC

DB

　表 4.2 に示しているように、労働市場からの引退のタイミングに影響を与えそうな退職後

の所得保障制度の構造的な特徴にはつぎのようなものがある。

　・退職後の所得保障制度が DB 型か、あるいは DC 型か

　・公的／私的退職年金給付の法定受給資格年齢

　・ 社会保障年金制度の設計：普遍的に提供されるのか／選別的なのか、所得再分配の規模など

退職給付の種類（DB 型か、DC 型か）

　2 種類の退職給付制度（DB 型あるいは DC 型）が退職の動機に与える影響は全く異なる。

DB 制度は、ある特定の退職年齢が年金給付額算定式に織り込まれている場合、退職のタイ

ミングの決定に影響を及ぼす可能性がある。このため、退職は平均的な退職年齢に極度に集

中しがちである。反対に、代替率ではなく拠出率が設定されている DC 制度では、退職積立

資金が目標額に達することが退職のきっかけとなり得る 14。これは拠出金額や拠出期間、原

資産の運用成績によって左右されることになる。この場合は退職年齢がかなり分散すると予

測される。

14  退職決定に関する文献は数多くあるが、ここでは概要を述べるにとどめる。
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　オーストラリアでは、退職年金制度は DC 型 15 で、新入社員／職員（公務員・民間企業の

双方）のための任意の退職年金制度もほとんどが DC 型である。最新のデータによると、

2007 年 6 月の時点で、DC 積立が加入者勘定口座の 60 ％（および退職年金資産の 60 ％）を

占めており、一方、DB 積立の割合は同勘定口座の 2 ％（同資産の 6 ％）、DC ／ DB ハイブ

リッド型の積立が同勘定口座の 38 ％（同資産の 34 ％）であったことから、このような傾向

は明白である（APRA 2008）16。とはいえ、DB 制度も過去においては広く普及しており、

高齢者の相当割合が DB プランに加入している。

　企業年金の分野では、公的・私的にかかわらず、日本では依然として DB プランの占有状

態となっている。DC プランは 2000 年代初期に成立した法律によって一般的に利用できる

ようになり、ある程度浸透している。DC 型は、従来の退職金の形を変えることに利用され

ており、場合によっては、企業が DB プランから DC プランへの転換を選択しているのは、

明らかに将来の年金債務を抑制できる可能性があるからである。

退職給付を引き出せる受給開始年齢

　オーストラリアでは、公的に提供される老齢年金は、男性の場合は 65 歳、女性の場合は

現在のところ 63.5 歳から受給できる。女性の受給開始年齢は、以前は 60 歳であったが、段

階的に引き上げられており、2014 年には 65 歳になる。退職年金の受給開始年齢は、1960 年

より前に生まれた者は 55 歳となっているが、1964 年以降に生まれた者については 60 歳ま

で段階的に引き上げられている。将来的には全ての退職者は 60 歳になるまで待たないと退

職年金給付は受給できず、65 歳にならないと公的な老齢年金は受け取れなくなる。現在の

低い退職年金受給開始年齢と DC 制度が結び付いて、今後は退職年齢がややばらついてくる

と思われる。

　日本では、基礎年金の受給開始年齢は現在 60 歳となっているが、徐々に引き上げられ、

男性は 2017 年に、女性は 2018 年に 65 歳になる。2 階部分の民間・公的部門の労働者／職

員を対象とする報酬比例年金は 65 歳から受給できる。

公的年金のタイプ：普遍的か／資産による制限があるか、所得再分配の規模

　オーストラリアの公的老齢年金は、年齢と居住要件を満たす全てのオーストラリア人が受

給できる点では普遍的なものであるが、所得・資産審査を受けなければならない点では選別

的である。よく問題視されることだが、所得・資産審査（この結果、公的給付が削減され、

また多くの場合、個人所得が増えて所得税が課される）によって実効限界税率が高くなり、

労働力率の阻害要因となる 17。

　日本の国民年金（基礎年金）は普遍的でありながら、保険料を納めていない者（とりわけ

無職の配偶者）にも給付金が提供される点で所得再分配的である。配偶者へ給付金を提供す

15  とはいえ、特定の状況では DB 制度も適格と認められる。 
16  このデータは、従業員 5 人以上の退職年金加入企業を対象としたものである。
17  しかし、実効限界税率に対処するための政策自体が、歪みをもたらす税の導入を促しているといえそうである。
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ることは日本の社会保障制度の原則となっており、この特徴は批判を受けることなく受け入

れられている。実質的に、独身の就業者と共働きの夫婦が、「標準夫婦（benchmark couples）（配

偶者の片方がフルタイム就業者で、もう片方が無職の夫婦）」に資金援助をしていることに

なる。このことが、既婚女性（大半が無職の配偶者）が労働市場に参加する意欲を削ぐ原因

となっている。

５．新たな政策的取り組み

　労働力率、とりわけ高年齢労働者の労働市場への参加を促進することが、オーストラリア

政府の近年の具体的目標となっている。この目的のために、公的・私的な退職後の所得保障

制度を改革し、労働市場からの早期離脱を阻止しようとしている。

　一方、全般に DB 制度への、中でも PAYG の公的年金への依存度が極めて高く、また人口

高齢化が深刻度を増している日本では、将来の年金財源問題に取り組まなければならない。

このため、近年の改革は財政の持続可能性を中心課題に据えている。1980 年代の改革に続

いて、財政債務を抑制するために社会保障負担を軽減する措置が、最近では 1993～ 94 年に、

その後再び 2000 年に取られた。この影響が、退職年齢の段階的引き上げ、国民年金給付の

スライド率の低減、給付乗率（benefi t factor）の 1 年当たり 0.75 ％から 0.7125 ％への引き下

げとなって現れている。2000 年の改革においても、一般税収入を国民年金に投入する（国

庫負担率の引き上げ）必要性が公式に確認された（Fukawa and Yamamoto 2003）。これらの

改革は、2025 年までに年金給付総額を 2 割削減することを目指している（Takayama 1999）。

基礎となる条件が一層悪化したことにより、さらなる改革が 2004 年に実施された 18。

　オーストラリアと日本の早期退職要因を除去する具体的な政策の要旨を表 4.3 にまとめた。

これらの政策は以下のように分類できる。

　・公的年金における阻害要因の軽減

　・受給開始年齢の引き上げ

　・退職年齢を遅らせることに対する金銭的インセンティブ

　・段階的（漸次的）退職の奨励

公的年金における阻害要因の軽減

　オーストラリアにおける老齢年金に関する政策は、高い実効限界税率を最小限に抑えるた

めに、老齢年金の要件である所得・資産審査の設計および関係する税制上の政策に焦点を当

てている。老齢年金の基本的な考え方は、所得・資産審査に基づき、法定基準額を超える所

得・資産分について、1 豪ドルにつき 1 豪ドル未満の率を適用して年金を減額するものであ

る。近年の改革で所得審査に基づく減額率が緩められ（1 豪ドルにつき 50 セントから 40 セ

ントへ引き下げ）、所得・資産審査のフリーエリアが引き上げられ、公的老齢年金に対する

所得税が撤廃され（年金受給者税額控除）、60 歳以上の者に対する退職年金給付金への課税

18  日本の年金改革に関する詳細な考察については、Takayama（2002, 2003）を参照のこと。
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が免除された。この結果、公的年金給付金は、個人所得が増加しても減額されず、また民間

の給付金は給付時には非課税となった。

　日本の近年の改革は、（基礎年金の）無拠出者（主として被扶養配偶者）への所得再分配

に関連する阻害要因を軽減しようとしている。これによって、全年齢層の女性の労働力率の

向上を促すことを目的としている。

受給開始年齢の引き上げ

　DB 制度より DC 制度に大きく依存しているオーストラリアではすでに、日本に比べると

柔軟に退職年齢を延長できるようになっている。それでも、近年の政策によって公的・民間

の年金給付の法定受給開始年齢が引き上げられ、さらに、両年金給付の受給繰り延べに対す

るインセンティブが設けられた。

　2014 年までに、老齢年金の受給開始年齢は男女とも 65 歳になる。退職給付金の受給開始

年齢も同時に、現在の 55 歳から段階的に 60 歳に引き上げられている。厳密にいうと、1960

年より前に生まれた者の受給開始年齢は 55 歳であるが、その後は毎年引き上げられ、1964

年以降に生まれた者の受給開始年齢は 60 歳になる。

　退職年齢（すなわち、受給開始年齢）は日本でも引き上げられている。国民年金（基礎年

金）の受給開始年齢は現在の 60 歳から 2018 年までに 65 歳になる。一方、報酬比例年金（厚

生年金保険）の受給開始年齢はすでに以前の改革で引き上げられている。

退職年齢を遅らせることに対する金銭的インセンティブ

　公的・民間の年金給付の受給を遅らせるためのオーストラリアの奨励策には、金銭的ボー

ナスと税制上の優遇措置がある。1998 年に導入された「年金ボーナス制度」（Pension Bonus 
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表 4.3　退職を遅らせるための主な政策
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Scheme）に基づき、年金支給開始年齢の 65 歳以上の者で、老齢年金の受給申請を最低 1 年

から最高 5 年間繰り延べている者は非課税の一括給付ボーナスを受給できる。最終的に老齢

年金の受給申請を行った時には、ボーナスと老齢年金の両方が支給される 19。2007 年 6 月

の時点で、まだ就業している老齢年金支給開始年齢にあるオーストラリア人の 2 割が年金ボ

ーナス制度の登録申請手続きを行っていた。

　2006 年 5 月の政府予算で、 オーストラリア政府は「簡易退職年金」（Simplifi ed 

Superannuation）と称される一連の政策を発表した。同政策の目的は、退職年金の弾力性を

高め、退職年金の拠出額を増やし、退職年金を充実させ、高年齢労働者の労働力率を上昇さ

せることである。退職誘因を軽減する政策という観点からすると、最も注目に値する政策は

60 歳以上の者に支給された退職年金給付金を全て非課税にすることであった 20。政府の試

算では、これにより退職後所得がおよそ 17 ％増加することになる（Treasury 2006a）。この

政策により、受給開始年齢の 60 歳までの段階的引き上げ適用の対象とならない者の退職を

遅らせる動機となるはずである。

　オーストラリアの退職後の所得保障制度の金銭面でのインセンティブの効果について

Warren and Oguzoglu（2007）が HILDA データセット 21 の最初の 5 回分を分析して、退職後

の所得保障制度がどの程度、退職を促す動機づけとなっているかを検討している。それによ

ると、退職年齢を遅らせることによって得られる金銭的インセンティブは、60～ 64 歳層の

男性にとって重視すべきものとなっている。

　2004 年に初めて、労働力人口の減少が日本の社会保障制度の負担を増幅させている要因

であると公式に認められた。これは、DB 型 PAYG 公的年金の財源確保において老年人口指

数が重要な意味を持つことについての直接的な言及であった。この結果、新たな改革が相次

いで実施され、個人レベルでも制度全体でも、拠出金と給付金がより密接に結び付けられた。

給付金が 67 歳まで「保険数理的に公平」であるとされたため、この改革によって、世帯主

（primary workers）にとっては長く働くことが価値あるものとなった。この改革にはさらに、

男女の退職（受給開始）年齢の段階的引き上げも盛り込まれていたが、厚生年金保険では、

減額条件付で早期退職（60～ 64 歳での退職）は引き続き可能である。

　これらの給付削減に加えて、2004 年度の改革には段階的な所得税の引き上げも含まれて

いた。これは、予算の裏付けのない社会保障に関する公約が、退職決定を通じて労働力供給

に影響を及ぼすという点だけでなく、税率改定を通じて労働力供給にも影響を及ぼすひとつ

の具体例とみることができる。具体的には、厚生年金保険の保険料率は、ベース水準の

13.58 ％から、2017 年に 18.3 ％に固定されるまで毎年 0.354 ％ずつ引き上げられる（Ministry 

19  年金ボーナス制度の受給資格には、週 20 時間の労働が要件として含まれている。ボーナス支給額が各年の老

齢年金年額の 9.4% 相当になったら、老齢年金額は引き下げられる。
20  Treasury（2006a, 2006b）を参照されたい。
21  「世帯・所得・労働力動態調査」（HILDA）は、2001 年に開始された世帯を対象とする年次の時系列データセ

ットである。
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of Health, Labour and Welfare〈Japan〉2005）。国民年金の保険料も、2005 年から 2017 年まで

毎月 280 円引き上げられ、13,300 円から最終的に 16,900 円となる（Lu, Mitchell and Piggott 

2008）。簡潔にいえば、2004 年度の包括的な改革は将来の公的年金給付額を減らし、勤続年

数と保険料を増やしたのである（Fukao and Kaneko 2005）。

段階的（漸次的）退職

　2005 年 7 月以降、オーストラリアの 55 歳以上の労働者は、フルタイムかパートタイムで

継続して働いている場合、退職年金の一部を受給できる（「退職年金への移行」と称される）。

以前は、65 歳未満の者は退職するか離職しなければ、退職年金を受給できなかった。この

制度が、退職年金を受給できることを理由に労働者に早期退職を決断させていた可能性があ

る。また、この制度は年齢を重ねるにしたがって労働時間を短縮できる弾力的な勤務態勢の

必要性について十分に応えていなかった。2005 年の新政策は、高年齢労働者の労働力率を

引き上げることが狙いであった（Treasury 2004a, 2004b）。

　オーストラリアにおける段階的、すなわち漸次的退職の傾向は、HILDA データセットを

用いた退職動向に関する最近の研究で確認されている。HILDA の 1～ 4 回目までのデータ

を使用して柔軟な退職パターンを分析した研究（Mavromaras, Theodossiou, Tseng and Warren 

2007）は、50 歳以上のオーストラリア人の約 3 割が部分的に退職している（統計上は労働

力となっているが退職年金を受給している）か、あるいは退職してはいないものの労働力と

なってはおらず、退職後所得も得ていないことを明らかにしている。

　段階的退職は日本ではまだ積極的には奨励されていない。2004 年の年金改革を受けて、

高齢者は現在では、65 歳を過ぎても減額という不利な条件なしに報酬比例年金に引き続き

拠出できる（Sakamoto 2005）。

６．労働市場と退職

　これまで人口動態、年金制度、退職年齢の引き上げを推進するために実施されている政策

について述べてきたが、以下では、日本とオーストラリアにおける高年齢労働者の労働力率

の動向に目を向ける。図 4.7 に示したのは、1978 年からの 30 年間のオーストラリアと日本

の男性高齢者の労働力率である。図 4.8 は女性についての同様のデータである。

　総じてオーストラリアでも日本でも、男性高齢者の労働力率の減少傾向が微増へと転換し

ている。日本では、オーストラリアより 10～ 15 年早く 1980 年代に転換が始まっている。

1980 年代半ば以降、日本の男性労働力率は、55～ 59 歳で 90 ％から 93 ％へ、60～ 64 歳で

70 ％から 75 ％へと上昇している。同じくオーストラリアでも、60～ 64 歳の男性労働力率

は 1998 年以降 50 ％から 60 ％へ、55～ 59 歳の男性では 2002 年以降 70 ％から 80 ％へと上

昇している。オーストラリアのデータの内訳をみると、労働力率の伸びはフルタイム就業者

だけでなくパートタイム就業者にも当てはまる。最大の伸びをみせているのは 60～ 64 歳の

男性で、フルタイム就業者の労働力率が 1998 年以来、35 ％から 45 ％に上昇している。
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　一方、女性高齢者の労働力率の動向は全く異なる様相を呈している。オーストラリアでは、

女性高齢者の労働力率は 30 年前から徐々に上昇している。ところが、日本の女性高齢者の

労働力率はほとんど変わっていない。60～ 64 歳の女性では、わずかしか伸びておらず、55

～ 59 歳の女性で 50 ％から 60 ％へと上昇している程度である。

ABS 2008a
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図 4.7　 高年齢男性の労働力率：日本とオーストラリア

図 4.8　高年齢女性の労働力率 :日本とオーストラリア
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　オーストラリアのこの動向は統計局（ABS）の「退職・退職意向に関する最新の労働力調

査」で明らかとなっている。しかし、近年の退職者（すなわち調査の 5 年前までに退職して

いた者）の退職時平均年齢は 60.3 歳で、男女別では男性 61.5 歳、女性 58.3 歳となっていた

（ABS 2008b）。ちなみに、2006/07 年度の 45 歳以上の退職者の退職時平均年齢は男性が 58 歳、

女性が 47 歳である。

　全体的にみると、この動向は男性高齢者の労働力率の減少傾向の反転と近年の退職に関連

する政策の間には、間違いなく関連性があることを示している。

７．まとめ

　本章では、オーストラリアと日本における退職に関連する政策について両国で観察された

労働力率の状況と関連付けて検討した。オーストラリアと日本は類似点も多いが相違点も多

い。どちらの国も高齢化社会になっているとはいえ、高齢化は日本の方が進んでいる。また、

両国にはいずれも複数階建ての退職後の所得保障制度があるが、重点を置いている構成要素

は異なっている。日本の制度は PAYG 式の DB 型公的年金に大きく依存しており、退職年齢

はほとんど画一的で、無職の女性に対する所得再分配の割合が高い。これが、既婚女性と女

性高齢者の労働力率に大きな影響を及ぼしている。オーストラリアでは、逆に、私的な DC

制度への依存度が極めて高く、退職年齢の分散化につながっている。

　こうした違いがあるとはいえ、両国における近年の退職後の所得に関する制度改革では課

題を共有している。日本とオーストラリアはそれぞれの退職関連の政策により社会保障・年

金の制度設計に内在する就業に対する阻害要因を軽減し、退職給付の受給開始年齢を引き上

げ、退職年齢の引き上げに対する金銭的なインセンティブを導入し、段階的退職というコン

セプトを採用している。これにより最近の労働市場では男性高齢者の労働力率が上昇してい

る。

　政策の意図がこうした傾向の要因として作用しているのかどうか、あるいは単に基礎とな

る社会的道徳観もしくは供給サイドの要因を反映しているだけなのか、との疑問にはまだ答

えが出ていない。
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